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会計別補正予算額
（単位：千円）

6,969,071

区　　　　　　　分 当初予算 補正前予算額
令和６年

12月補正予算
補正後予算額

対当初予算
増減額

一 般 会 計 235,250,000 241,489,804 729,267 242,219,071

0

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 51,223,000 51,223,000 0 51,223,000

0

公 共 用 地
先 行 取 得

1,688,000 1,688,131 0 1,688,131 131

船 橋 駅 南 口
市 街 地 再 開 発

693,000 693,000 0 693,000

0介 護 保 険 52,232,000 52,232,000 0 52,232,000

0

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付

165,000 165,000 0 165,000 0

後期高齢者医療 9,731,000 9,731,000 0 9,731,000

131計 115,732,000 115,732,131 0 115,732,131

0

企
　
業
　
会
　
計

地 方 卸 売 市 場 1,456,000 1,456,000 0 1,456,000 0

病 院 25,967,000 25,967,000 0 25,967,000

0

下 水 道 39,984,347 39,984,347 0 39,984,347 0

計 67,407,347 67,407,347 0 67,407,347

6,969,202

特別会計･企業会計 183,139,347 183,139,478 0 183,139,478 131

合計 418,389,347 424,629,282 729,267 425,358,549
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船 橋 市 一 般 会 計 補 正 予 算 
 

（議案第１号） 
 

 



令和６年度　一般会計補正予算額（歳入）

 (単位:千円)

当初予算額 補正前予算額 令和６年12月補正予算 補正後予算額

10 市税 105,913,000 105,913,000 0 105,913,000

15 地方譲与税 963,900 963,900 0 963,900

20 利子割交付金 50,800 50,800 0 50,800

21 配当割交付金 723,400 723,400 0 723,400

23 株式等譲渡所得割交付金 597,300 597,300 0 597,300

24 地方消費税交付金 14,189,300 14,189,300 0 14,189,300

25 ゴルフ場利用税交付金 3,200 3,200 0 3,200

26 法人事業税交付金 1,170,500 1,170,500 0 1,170,500

30 自動車取得税交付金 100 100 0 100

31 環境性能割交付金 173,900 173,900 0 173,900

35
国有提供施設等所在市助成交
付金

200,000 200,000 0 200,000

37 地方特例交付金 3,389,600 3,389,600 0 3,389,600

40 地方交付税 10,400,800 10,400,800 0 10,400,800

45 交通安全対策特別交付金 58,400 58,400 0 58,400

50 分担金及び負担金 1,375,800 1,375,800 0 1,375,800

55 使用料及び手数料 4,559,300 4,559,300 0 4,559,300

60 国庫支出金 44,939,100 49,614,557 22,239 49,636,796

65 県支出金 16,059,900 16,355,145 83,083 16,438,228

70 財産収入 606,700 606,700 0 606,700

75 寄附金 1,360,500 1,360,500 0 1,360,500

80 繰入金 6,502,800 7,060,879 605,445 7,666,324

85 繰越金 300,000 300,000 0 300,000

90 諸収入 9,356,800 10,088,723 0 10,088,723

95 市債 12,354,900 12,334,000 18,500 12,352,500

235,250,000 241,489,804 729,267 242,219,071

区分

合　　　計

－8－



令和６年度　一般会計補正予算額（歳出）

       (単位:千円)

当初予算額 補正前予算額 令和６年12月補正予算 補正後予算額

10 議会費 977,900 977,900 0 977,900

15 総務費 18,640,300 23,570,188 214,768 23,784,956

20 民生費 114,567,800 114,585,028 453,378 115,038,406

25 衛生費 18,012,000 19,239,852 0 19,239,852

30 労働費 202,400 202,400 0 202,400

35 農林水産業費 581,100 581,100 0 581,100

40 商工費 4,250,000 4,250,000 0 4,250,000

45 土木費 22,944,000 23,008,836 8,250 23,017,086

50 消防費 7,616,000 7,616,000 0 7,616,000

55 教育費 28,855,600 28,855,600 52,871 28,908,471

65 公債費 18,302,900 18,302,900 0 18,302,900

75 予備費 300,000 300,000 0 300,000

235,250,000 241,489,804 729,267 242,219,071

令和６年度　財源調整基金見込額

合　　　計

区分

       (単位:千円)

取崩額　Ｄ 積立額　Ｅ

24,113,314 940,690 25,054,004 4,787,948 22,240 605,445 19,682,851

令和６年12月補正前取崩額・積立額令和５年度末
現在高

Ａ

決算剰余金
積立額

Ｂ

剰余金
積立後残高
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

令和６年
12月補正取崩額

Ｆ

令和６年度末残高
（見込）

Ｃ－Ｄ＋Ｅ－Ｆ

－9－



15款 総務費  10項 総務管理費  75目 諸費

国庫負担金等の受け入れ超過額を返還するため補正する。
（単位：千円）

小事業名 国庫金等返還金 その他
所属名称 こども政策課ほか2課

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

所属名称
国庫補助金等歳入名称

受入済額 実績額 返還額
充当事業

補正前額 補正後額
214,768 0 0 0 214,768 40,100 254,868

こども政策課

保育対策総合支援事業費補助金

（国）
6,211 5,690 521

会計年度任用職員報酬 等

会計年度任用職員報酬（保育所

費） 等

 

補

正

概

要

子ども・子育て支援補助金（県）
536,905 510,069 26,836

放課後児童健全育成事業 等

子ども・子育て支援交付金（国）
537,867 510,069 27,798

放課後児童健全育成事業 等

保育入園課

子どものための教育・保育給付交

付金(国)
6,678,276 6,666,339 11,937

保育所運営費 等

保育運営課

保育対策総合支援事業費補助金

（国）
14,345 10,615 3,730

子どものための教育・保育給付費

地方単独費用負担金(県)
127,310 119,795 7,515

認定こども園運営費 等

子どものための教育・保育給付費

負担金(県)
2,773,656 2,766,492 7,164

保育所運営費 等

－10－



（単位：千円）

補

正

概

要
（

続

き
）

所属名称
国庫補助金等歳入名称

受入済額 実績額 返還額
充当事業

保育入園課

子どものための教育・保育給付交付金

(国)（令和３年度～令和４年度分）
12,069,512

子どものための教育・保育給付費負担金

(県)（令和３年度～令和４年度分）
5,004,923 5,000,646

12,059,304 10,208
保育所運営費 等

4,277

子育てのための施設等利用給付費

負担金（県）
432,229 423,434 8,795

子育てのための施設等利用給付事

業費

保育所運営費 等

子育てのための施設等利用給付交

付金（国）
864,457 846,868 17,589

子育てのための施設等利用給付事

業費

保育士処遇改善事業費補助金

（県）
215,390 212,770 2,620

保育所運営費補助金 等

保育対策総合支援事業費補助金

（国）
235,789 150,011 85,778

保育所運営費補助金 等

－11－



20款 民生費  10項 社会福祉費  15目 障害者福祉費

20款 民生費  10項 社会福祉費  30目 老人福祉施設費

令和7年度分から令和11年度分の船橋市老人福祉センターの指定管理料の支払いを行うため、
令和6年度から令和11年度において債務負担行為を設定する。

小事業名 障害者援護施設等整備費補助金 継続
所属名称 福祉サービス部障害福祉課

令和6年度

実施計画

基本施策 5 障害福祉
中施策 2 相談・生活支援の充実

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
5,300 3,533 1,400 0 367 69,600 74,900

補

正

概

要

 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金を活用し、法人に対して、建設費の一部を助成する。

＜概要＞

 法人：社会福祉法人大久保学園

 施設：共同生活援助事業所及び短期入所事業所

＜補正理由＞

 国の社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱に基づく補助事業であり、令和６年度当初予算に

おいて計上していたが、当該要綱が令和6年9月13日付け一部改正により補助額に変更があったため。

＜助成額＞74,900千円（国2/3：49,933千円 市1/3：24,967千円）

＜予算額＞             (千円）
当初予算 69,600
補正額 5,300
補正後 74,900

408,753

小事業名 老人福祉センター管理運営費 継続
所属名称 高齢者福祉部高齢者福祉課

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

西老人福祉センター 315,000 63,000
南老人福祉センター 240,000 48,000

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
0 0 0 0 0 408,753

5年間限度額 〈参考〉1年あたり

東老人福祉センター 329,000 65,800
中央老人福祉センター 310,500 62,100
北老人福祉センター 343,000 68,600

補

正

概

要

(単位：千円)

－12－



20款 民生費  10項 社会福祉費  30目 老人福祉施設費
小事業名 地域包括支援センター整備費 拡大
所属名称 高齢者福祉部地域包括ケア推進課

令和6年度

実施計画

基本施策 3 高齢者福祉
中施策 3 相談支援体制の充実

成果指標
在宅介護支援センター及び地域包括支援センターで対応した相談件数
令和2年度 80,817件 → 令和6年度 86,700件

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
4,543 0 0 0 4,543 0 4,543

補

正

概

要

 第9期介護保険事業計画で整備を計画している法典地域包括支援センターのサブセンター等について、

令和7年4月に旧西老人デイサービスセンター跡に開設するため、必要な内装、照明の修繕等を行う。

－13－



20款 民生費  15項 児童福祉費  10目 児童福祉総務費

【事業概要】

（※）プロポーザル方式にて事業者選定を実施するため、仕様上の予定数量

【債務負担行為】
事 項：高校生キャリア支援事業業務委託料
期 間：令和6年度～令和7年度
限度額：35,800千円
（各年度の年割額）

小事業名 高校生キャリア支援事業費 拡大
所属名称 こども家庭部こども家庭支援課

令和6年度

実施計画

基本施策 7 子ども・子育て支援
中施策 5 ひとり親家庭等の自立支援

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
0 0 0 0 0 0 0

 

補

正

概

要

 生活困窮世帯の高校生等を対象に、学習・進学・就労意欲の向上につながるためのセミナー等を開催

する。また、日常の学習サポートと相談ができる集合型の学習支援教室を実施するとともに、オンライ

ン学習アプリによる学習環境を提供する。

 令和7年度より、対象者の要件を拡大する。

 なお、令和7年度の事業実施にあたり債務負担行為を設定することにより、事業者選定及び契約の時期

を早め、切れ目ない支援のため早期実施を目指す。

【対象者の要件】下記に該当する世帯の高校生等
・児童扶養手当を受給しているまたは同水準の所得であるひとり親家庭
・生活保護受給世帯≪拡大≫
・就学援助認定相当の収入の世帯≪拡大≫

令和5年度

（実績）
令和6年度 令和7年度（※）

キャリア支援セミナー等実施回数 22回 25回 5回以上
学習支援教室会場数 2か所 2か所 3か所以上
学習支援教室登録者数 41人 60人 100人程度
オンライン学習ID配付数 82人 130人 140人程度

令和6年度 0千円
令和7年度 35,800千円

－14－



20款 民生費  15項 児童福祉費  10目 児童福祉総務費

【対象者の要件】下記に該当する世帯の中学生
・児童扶養手当を受給しているまたは同水準の所得であるひとり親家庭
・生活保護受給世帯
・就学援助認定世帯

【事業概要】

（※）プロポーザル方式にて事業者選定を実施するため、仕様上の予定数量

【債務負担行為】
事 項：学習支援事業業務委託料
期 間：令和6年度～令和9年度
限度額：225,000千円
（各年度の年割額）

小事業名 学習支援事業費 継続
所属名称 こども家庭部こども家庭支援課

令和6年度

実施計画

基本施策 4 地域福祉・生活困窮者支援
中施策 2 生活困窮者への支援

成果指標

360名程度

令和6年度 0千円

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
0 0 0 0 0 62,753 62,753

令和7年度 75,000千円
令和8年度 75,000千円
令和9年度 75,000千円

 

補

正

概

要

 生活困窮世帯の中学生を対象に、学習習慣の定着、基礎的な学力向上、進路・進学支援のための学習

支援を実施する。また、令和7年度の事業実施にあたり債務負担行為を設定することにより、事業者選定

及び契約の時期を早め、切れ目ない支援のため早期実施を目指す。

令和5年度（実績） 令和6年度 令和7年度（※）
会場数 11会場 11会場 11会場以上
登録者数 303名 360名

－15－



20款 民生費  15項 児童福祉費  15目 児童措置費

  【事業概要】

 【補正額】 （単位：千円）

・児童扶養手当負担金（国） 補助率 1/3

 【補正理由】

 【制度改正の内容】

 ①所得制限限度額の引上げ （単位：円）

※以降、扶養する児童等1人増加につき、38万円ずつ加算される。

②多子加算の拡充（児童1人あたり月額）
 第3子以降の加算額を第2子の加算額と同額に引き上げる。

小事業名 児童扶養手当 拡大
所属名称 こども家庭部子育て給付課

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
56,120 18,706 0 0 37,414 1,228,910 1,285,030

令和6年4月～10月分 令和6年11月分から
第3子以降

加算額

全部支給 6,450円 10,750円
一部支給 6,440円～3,230円 10,740円～5,380円

 子ども・子育て支援法等の一部改正に伴い、令和6年11月分（令和7年1月支給）の児童扶養手当

から、①所得制限限度額の引上げ、②多子加算の拡充といった制度改正が行われ、支払額の増加が

見込まれるため補正する。

全部支給となる所得制限限度額 一部支給となる所得制限限度額
（受給資格者本人の前年所得） （受給資格者本人の前年所得）

扶養する

児童等の数

所得ベース 所得ベース
令和6年

4月～10月分

令和6年

11月分から

令和6年

4月～10月分

令和6年

11月分から
0人 490,000 690,000 1,920,000 2,080,000

 

補

正

概

要

 父又は母と生計を同じくしていない児童が育成されるひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進

に寄与するため、当該児童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。

補正前の額 補正額 補正後の額
扶助費 1,228,910 56,120 1,285,030

国庫負担金 407,696 18,706 426,402

1人 870,000 1,070,000 2,300,000 2,460,000

－16－



20款 民生費  15項 児童福祉費  15目 児童措置費

 【事業概要】

【補正額】  （単位：千円）

・子ども医療費補助金（県） 補助率1/2（市独自助成分は補助の対象外）

【補正理由】

小事業名 子ども医療扶助費 継続
所属名称 こども家庭部子育て給付課

3 妊娠期から子育て期にわたる支援

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
387,415 83,083 0 0 304,332 2,745,890 3,133,305

令和6年度

実施計画

基本施策 7 子ども・子育て支援
中施策

 

補

正

概

要

 子どもの保健の向上及び子育て支援体制の充実に寄与するため、0歳から高校3年生相当年齢（18

歳到達後最初の3月31日）までの児童にかかる医療費の一部を助成する（自己負担金：通院1回300

円、入院1日300円、調剤無料）。

※市町村民税所得割非課税世帯は無料

※同月、同一医療機関において、通院6回、入院11日以降は無料

補正前の額 補正額 補正後の額
扶助費 2,745,890 387,415 3,133,305

県補助金 713,310 83,083 796,393

 子ども医療扶助費について、感染症の流行により医療費の支払いが増加し、当初見込みを上回る

ため補正する。
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20款 民生費  15項 児童福祉費  15目 児童措置費
小事業名 児童手当等諸経費 拡大
所属名称 こども家庭部子育て給付課

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
0 0 0 0 0 85,412 85,412

補

正

概

要

 【事業概要】

   児童手当事務において、提出された認定申請書の審査及びデータ入力等を委託している。

 

 【拡大】

   児童手当制度拡充に伴う事務対応に係る現行契約の変更契約を行うため、債務負担行為を

  設定する。

 【債務負担行為】

   令和6年度    0千円

   令和7年度 22,733千円

   令和8年度 22,891千円
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45款 土木費  15項 道路橋りょう費  30目 交通安全対策費

収容台数：自転車 月ぎめ228台  原動機付自転車 月ぎめ27台

写真① 写真②

小事業名 自転車等駐車場管理費 継続
所属名称 都市整備部都市整備課

令和6年度

実施計画

基本施策 20 道路・交通
中施策 2 自転車利用環境の整備

成果指標
駅周辺等の放置自転車等台数（放置禁止区域内の放置台数調査（年4回実施）の合計）
令和元年度 2,621台 → 令和6年度 1,550台

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
250 0 0 0 250 367,072 367,322

 

補

正

概

要

 船橋日大前駅東口第一自転車等駐車場が閉鎖予定であることから、代替の自転車等駐車場を整備す

る必要があり、そのための土地を地権者から賃借する。
（仮称）船橋日大前駅東口第三自転車等駐車場土地借上料 250千円

位置図

（仮称）船橋日大前駅

東口第三自転車等駐車場

（令和7年2月から賃借予定）

船橋日大前駅東口

第一自転車等駐車場

（令和7年8月末返還予定）

① ②
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45款 土木費  15項 道路橋りょう費  30目 交通安全対策費

収容台数：自転車 月ぎめ228台  原動機付自転車 月ぎめ27台

写真① 写真②

小事業名 自転車等駐車場整備費 継続
所属名称 都市整備部都市整備課

令和6年度

実施計画

基本施策 20 道路・交通
中施策 2 自転車利用環境の整備

成果指標
駅周辺等の放置自転車等台数（放置禁止区域内の放置台数調査（年4回実施）の合計）
令和元年度 2,621台 → 令和6年度 1,550台

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
8,000 0 0 0 8,000 29,600 37,600

 

補

正

概

要

 船橋日大前駅東口第一自転車等駐車場が閉鎖予定であることから、代替の自転車等駐車場を整備す

るため補正する。
（仮称）船橋日大前駅東口第三自転車等駐車場工事費 8,000千円

位置図

（仮称）船橋日大前駅

東口第三自転車等駐車場

（令和7年5月供用開始予定）

船橋日大前駅東口

第一自転車等駐車場

（令和7年4月末廃止予定）

① ②
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55款 教育費  15項 小学校費  20目 学校建設費

教育環境の改善を図るため、昇降機を設置するための設計業務委託を行う。

学校建設諸経費
昇降機設置工事 設計業務委託（1校） 海神南小

55款 教育費  10項 教育総務費  30目 教育指導費

②自閉症・情緒障害

小事業名 学校建設諸経費 拡大
所属名称 管理部施設課

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
25,520 0 17,100 0 8,420 6,060 31,580

補

正

概

要

小事業名 特別支援教育指導費 拡大
所属名称 学校教育部総合教育センター

令和6年度

実施計画

基本施策 8 学校教育
中施策 2 ニーズに応じた支援の充実

成果指標
特別支援学級設置校数 ①知的障害②自閉症・情緒障害

令和２年度①38校②17校→令和6年①41校②24校

41 43 46

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
9,789 0 0 0 9,789 46,274 56,063

17 19 21 26 30 34

〇学級増で修繕等が必要な学校 （自閉症・情緒障害特別支援学級）

 市場小学校、薬円台南小学校、湊中学校、二宮中学校、習志野台中学校

補

正

概

要

 令和7年4月に特別支援学級の新規開設及び特別支援学級設置校の学級増を行うため、教室の改修等に

係る費用を補正する。

〇新規開設を計画している特別支援学級

    知的障害特別支援学級     二和小学校、葛飾中学校、芝山中学校

 自閉症・情緒障害特別支援学級 塚田小学校、豊富小学校、小室小学校、行田中学校

特別支援学級設置校数 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年（計画）
①知的障害 38 38 41
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55款 教育費  15項 小学校費  10目 学校管理費
小事業名 学校バス管理費 継続
所属名称 学校教育部総合教育センター

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

補

正

概

要

 各校の教育活動の円滑な実施と保護者の経済的負担軽減を目的に、学習バスの継続的な運行を行うた

め、学習バスの一括借り上げ契約を行い、運行業務を委託している。バス需要の高まりによって遠方の

事業者による運行が増加しており、当初予算額より支出額が多くなると見込まれるため補正する。

（A）令和6年度 運行業務委託料 予算額94,351千円 補正額17,562千円

（B）債務負担行為

   ・令和7年度 業務委託期間 （155,797千円）

       （内訳）・一宮少年自然の家 306台 59,946千円

         ・プラネタリウム館・三番瀬環境学習館 305台 58,561千円

         ・社会科副読本に沿った校外学習・教育⾧が認めた活動  175台 37,290千円

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
17,562 0 0 0 17,562 94,351 111,913
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（繰越明許費）

本　 年 　度

執行見込額

千円 千円 千円
45 15 25 橋 り ょ う 道 路 14 111,111 0 111,111 　新船橋橋桟橋設置撤去

新 設 改 良 建設課 工事について、新船橋橋
事 業 下部工工事後の実施を予

定していたが、当該工事
に遅れが生じ、年度内の
完了が見込めないため。

55 15 20 学 校 建 設 施設課 12 25,520 0 25,520 　昇降機設置工事の設計
諸 経 費 を行うが、年度内の完了

が見込めないため。

土
木
費

道
路
橋
り
ょ

う
費

橋
り
ょ

う
費

教
育
費

小
学
校
費

学
校
建
設
費

委 託 料

繰越額 説　　　　　　　明事　業　名 課名款 項 目 節 予算額

工事請負費
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